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はじめに

　せん断パネル型制震ストッパー（以下，制震ストッパー）は，低降伏点鋼を用いたせん断降伏型の履
歴型ダンパーです．制震ストッパーは，下図のように，橋梁の固定支承部分に設置し，可動支承と組み
合わせて用います．鉛直荷重に対しては支承で支持し，制震ストッパーは水平荷重のみ支持する構造と
します．また，制震ストッパーはベースプレートを下部構造に固定し，上部構造に設置した横梁で挟み
込む設置方式を基本としています．
　耐震設計における制震ストッパーの機能としては２種類あります．常時･レベル１地震時までは固定
支承として機能し，レベル2地震時には低降伏点鋼板を使用したせん断パネルが塑性化し，制震部材と
してエネルギーを吸収します．
　本設計例では既設橋の耐震補強を例に，『制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧』より制震
ストッパーを選定し適用する設計計算を行います．

※ 本設計例では最も基本的な適用方法を記述しています．

可動橋脚への設置や橋軸直角方向に設置する方法など本設計例以外の適用も可能です。

詳細は制震ストッパー技術委員会へお問い合わせください．

制震ストッパーのイメージ
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１．設計条件

1.1 諸元
橋梁形式 ： ２径間連続鋼Ｉ桁橋
支間長 ： 2 @ 40.0 m
地域区分 ： A地域 地域補正係数 cz =
地盤種別 ： Ⅱ種地盤
設計方向 ： 橋軸方向（橋直方向はﾚﾍﾞﾙ2までｻｲﾄﾞﾌﾞﾛｯｸにより固定）
上部工重量 ： 12,350 kN

1.2 耐震性能

　本設計例では制震ストッパーを2径間連続鋼I桁橋（既設橋）であるＡ橋に設置した場合の設計
計算を行います．新設橋の場合の設計計算も同様に行うことができます．設計例に使用した橋梁
の概略図を図1-1に示します．

1.00

　制震ストッパーは，常時･レベル１地震時までは固定機能を有し，レベル２地震時にはせん断パネ
ルが塑性化しエネルギーを吸収する減衰機能を有します．そのため，耐震性能は表1－1を満たす必
要があります．

図1-1 Ａ橋 概略図

レベル1
表1－1 制震ストッパーの耐震性能

レベル2

ルが塑性化しエネルギーを吸収する減衰機能を有します．そのため，耐震性能は表1－1を満たす必
要があります．

Qd：レベル1地震時の設計水平反力

Σηd：設計累積塑性変形倍率

制震ストッパー Qd≦SL1
δmax≦δpu

Σηu/Σηd≧3.0

δmax：最大水平変位
δpu：限界変位
Σηu：累積塑性変形倍率

SL1：制震ストッパーのレベル1地震時耐力
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２．設計フロー

　制震ストッパーの設計フローは図2-1のとおりです．動的解析部分の設計計算は吹き出し内の
手順により行います．

START

レベル１地震時の設計水平反

力Qdの算出

レベル１地震時耐力SL1が，

Qd以上となる制震ストッ

パーを標準図より選択

設置検討

動的解析

設計曲線の作成

固有値解析

自重解析

動的解析

動的解析

動的解析

照査

動的解析

解析結果の照査
・限界変位δの照査

・累積塑性変形倍率Σηの照査

・下部工の照査

END

図2-1 制震ストッパーの設計フロー
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３．レベル１地震時反力の算出

3.1　レベル1地震動の設計水平震度

図3-1（道路橋示方書V　耐震設計編）よりレベル1地震動の設計水平震度khoを設定します．

kho＝ （Ⅱ種地盤より）

地域補正係数czは1.1より

cz＝

0.25

1.00

※『道路橋示方書V（耐震設計編）（H24）6.3』より引用

3.2　設計水平力

レベル1設計水平震度Khoより設計水平力Qdを求めます．

上部工重量　 W = kN

設計水平力 Qd = W x kho x cz

= x x

= kN3088

0.25 1.00

12350

12350

図3－1 レベル１設計水平震度kh0
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４．制震ストッパーの選定

4.1　ストッパー設置個数の決定

4.2　制震ストッパー1個当たりの設計水平地震力の計算
　制震ストッパー1個あたりの設計水平地震力Qd'を計算します．「3.2設計水平力」より，

Qd' = Qd / 4 = / 4 = kN

4.3　制震ストッパーの選定

　橋梁に設置できる制震ストッパーの個数と設計水平地震力より，制震ストッパーを選定します．
『制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧』（図4 2参照）より，レベル１地震時耐力SL1
が設計水平地震力Qd以上となる制震ストッパーを選定します．

　図4 2より，レベル１地震時耐力SL1が設計水平地震力Qd'（=772kN）以上となる制震ストッ

パーを選定します．A橋では，タイプ1000-M400（SL1=1008.7kN≧Qd'）を選定します．

7723088

　まず，制震ストッパーの個数を決定します．Ａ橋において制震ストッパーは固定脚上，主桁間4
箇所（図4-1参照）に設置します．ストッパーの個数は４個となります．

制震ストッパー設置脚

図4－1 制震ストッパーの設置箇所

※『制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧』より引用

　制震ストッパーのタイプの選定では，桁下空間及び桁遊間に余裕がある場合は，エネルギー吸収
性能からパネルサイズの大きいモデル（Hタイプ）を採用することが望ましいです．

選択した制震ストッパー

レベル1地震時耐力

図4－2 制震ストッパーの選択とレベル１地震耐力
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５．制震ストッパーの設置検討

　具体的には以下の項目について確認します．

・設置空間は確保できているか（フレームもストッパーの角鋼の位置に設置可能か）？
・アンカーボルトは下部工鉄筋を避けられる位置に設置できるか？

5.1　ストッパーサイズの確認

　「４．制震ストッパーの選定」で選定した制震ストッパーが橋梁に設置できるサイズであるかを
確認します．

・『せん断パネル型制震ストッパー設計・施工要領』９．３の手順で施工した場合，既設構造
物と干渉しないか？

　選定した制震ストッパーのサイズは『制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧』（図5-1
参照）より確認できます．

選定した制震ストッパー

制震ストッパーのサイズ

※『制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧』より引用

　図5-1は制震ストッパーのベースプレートを下部構造のベースプレートに現場溶接する方式です
が，制震ストッパーのベースプレートに直接アンカーボルトを取り付ける方式も可能です．

図5－1 選定した制震ストッパーのサイズ

= 524 = 350

= 450= 544

=
 6
0

=
 5
7
0=
 7
6
5

=
9
5
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5.2　設置方法の検討
設置方法としては図5-2の形式が挙げられます．

※『せん断パネル型制震ストッパー設計･施工要領』より引用

　Ａ橋では固定脚天端上において，制震ストッパー，フレームの設置空間が十分確保できるため，
横梁形式を採用します．図5-3のように制震ストッパーを固定脚天端上に設置します．フレームは
主桁ウェブに取り付け，制震ストッパーを横梁で挟み込みます．

図5-2 制震ストッパーの設置方法

図5－3 Ａ橋における制震ストッパーの設置箇所
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※『せん断パネル型制震ストッパー設計･施工要領』より引用

　図5-5にアンカーボルトタイプの施工手順検討例を示します．Ａ橋で現場溶接タイプではなく，
アンカーボルトタイプを使用する場合には設置箇所付近に対傾構があるため，制震ストッパー設置
時に対傾構の下弦材と干渉しないかを確認します．

　また，『せん断パネル型制震ストッパー設計・施工要領』に沿った施工ステップで施工した場
合，既設構造物と干渉しないか確認します．干渉する場合は施工手順を新たに検討する必要があり
ます．

図5－4 制震ストッパーの施工手順

既設構造物の調査計測

アンカー削孔工

アンカー設置工

制震ストッパー設置工

フレーム設置工

現場塗装

※　選定した制震ストッパーが設置困難なサイズである場合，「４．制震ストッパーの選定」に戻
り，タイプの変更を行います．タイプを変更しても設置困難な場合は制震ストッパー技術委員会に
ご相談ください．

図5－5 Ａ橋における施工検討例
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６．設計曲線の作成

※『制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧』より引用

※　用語の説明

○　せん断パネルせん断降伏耐力（変位）

　制震ストッパーはせん断パネルのせん断降伏及びフランジ全塑性時を変曲点とする，トリリニア
型の非線形ばねによりモデル化します．選定した制震ストッパーに対し，『制震ストッパーの標準
寸法および設計曲線一覧』（図6-1）より，設計曲線を作成します．図6-1で示される耐力は制震
ストッパー1個当たりの耐力となっています．

制震ストッパーのせん断パネルであるLY材がせん断降伏するときの荷重集中点の水平力
（変位）です．

図6-1 選択した制震ストッパーの設計パラメータ

選定した制震ストッパー

設計曲線の作成に使用す

るパラメータ

○　フランジ全塑性耐力（変位）

制震ストッパーのフランジ基部が全塑性するときの水平力（変位）です．

○　制震ストッパー限界耐力（変位）

制震ストッパーのせん断変形量12％のときの水平力（変位）です．「12%」は十分なエネ
ルギー吸収性能を有する限界変形量として決定されています．

（変位）です．
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せん断パネルせん断降伏変位（◆） δwy =
フランジ全塑性変位（■） δfu =
制震ストッパー限界変位（●） δpu =
せん断パネルせん断降伏耐力 Swy =
フランジ全塑性耐力 Sfu =
制震ストッパー限界耐力 S12 =

制震ストッパーn=4個あたりの耐力
せん断パネルせん断降伏耐力（◆） Swy =
フランジ全塑性耐力（■） Sfu =
制震ストッパー限界耐力（●） S12 =

以上より，ストッパー n= 4 個分の設計曲線は図6-2のようになります．

mm48.0

1143.2

4572.8

1391.3

2094.4

　図6-1より，「４．制震ストッパーの選定」において選定したタイプのストッパー1個当たりの
変位，耐力は以下のとおりになります．

0.675

6.455

mm
mm

kN
kN

kN
kN
kN

kN

　動的解析では制震ストッパーは1つのバネ要素でモデル化するため，n=4個分の設計曲線が必要
となります．設置個数である制震ストッパー4個当たりの設計曲線は，ストッパー1個当たりの耐力
を4倍することで得られます．（※１つのストッパーを１つのバネ要素でモデル化することも可能
です．）

5565.2

8377.6

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

せ
ん
断
力
 S
 k
N
) (48.0, 8377.6)

(6.46, 5565.2)

(0.68, 4572.8)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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水平変位(δmm)

水
平
力
(せ
ん
断
力

図6-2 Ａ橋の動的解析に用いる制震ストッパーの設計曲線

(6.46, 5565.2)

(0.68, 4572.8)
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7．動的解析(時刻歴応答解析）

　設計した制震ストッパーを動的解析モデルに組み込みます．制震ストッパーは固定沓部分に2重
節点で入力します．要素は非線形バネ要素とします．非線形特性は「６．設計曲線の作成」で作成
した設計曲線のとおりです．

　解析に入力する要素特性，非線形特性データは設計曲線より算出できます．
次頁よりT-DAPⅢ，DYNA2Eの場合についてその入力方法について例を示します。

M MM+制震ストッパー

図7-1 解析モデルへの制震ストッパー要素の組み込み

2重節点

非線形ばね要素

制震ストッパー

- 11 -



7.1 TDAPⅢの場合 

TDAPⅢでは，図 7-1-1 のプロジェクト管理に示す『構造入力』にてインプットデータの作成を

行っていきます．ストッパーのモデル化および材料特性や要素特性以外の入力方法については，通常

行われている固有値解析と同様の為，本設計例では省略します．

図7-1-1 『構造入力』の選択（TDAPⅢプロジェクト管理画面） 

7.１.１ 解析モデルへの組み込み 

 制震ストッパー（図-7.1.2）のモデル化はバネ要素（SPRING）にて行います．構造入力ウィンド

ウ内の『要素』の『バネ系要素』，『バネ要素』を選択（図 7-1-3 参照）します．そして，要素定義

する節点番号ならびに自由度を入力します．制震ストッパーは，上部工と下部工の節点をバネ要素

（SPRING）で結合してモデル化します． 

次はバネ要素の要素特性（PSPRING）の入力です．構造入力ウィンドウ内の『要素特性』の『バ

ネ系要素特性』を選択（図7-1-4参照）します．要素特性は非線形材料特性番号，バネ定数および

減衰比の入力を行います．ここでバネ定数は制震ストッパーの１次剛性（= Swy/δwy）を入力しま

す．この値は，付録の設計曲線算出シートで計算できます．また減衰比は0と設定します．これは，

制震ストッパーの１次剛性が非常に高く，この１次剛性に比例した構造減衰と履歴減衰を見込んでし

まうと過剰に減衰を見込んだ解析結果となってしまい危険側の解析となってしまうためです．  

    剛性

第１勾配 E1 =   kN/m

第２勾配 E2 =   kN/m

第３勾配 E3 =   kN/m

    剛性比率

E2 / E1 =

E3 / E1 = 0.010

6774519

171696

67695

0.025

図-7.1.2 制震ストッパーの履歴曲線 

『構造入力』にて制震ストッパーの

モデル化を行ないます． 
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図7-1-3 バネ要素の入力               図 7-1-4 バネ要素の要素特性の入力 

最後にバネ要素の非線形材料特性（MATNL1）の入力です．制震ストッパーはトリリニア型の非線

形バネによりモデル化する必要があります．構造入力ウィンドウ内の『材料特性』の『非線形材料特

性（その他）』を選択（図 7-1-5 参照）します．非線形特性の入力には，『第 1，2 降伏点歪み』の

入力および『剛性低下率1，2』の入力があります．ここでは，『第1，2降伏点歪み』にはせん断パ

ネルせん断降伏変位δwy およびフランジ全塑性変位δfu を，『剛性低下率 1，2』にはせん断パネル

降伏時の剛性変化率（２次剛性/初期剛性），フランジ全塑性時の剛性変化率（３次剛性/初期剛性）を

入力します． 

第 1，2降伏点歪み，剛性低下率1，2についても，１次剛性と同様に設計曲線算出シートで算出で

きます． 

図-7.1.5 バネ要素の非線形材料特性の入力 

バネ定数は制震ストッパーの

初期剛性を入力します． 

トリリニア型の非線形バネを設

定し，非線形特性を入力します． 
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7.1.2 固有値解析 

    固有値解析は，構造物の固有周期・振動モードの把握ならびに『時刻歴応答解析』時に入力するレ

ーリー減衰定数を算出するために行います．図7-1-6のプロジェクト管理に示す『固有値解析』に

て解析をおこないます． 

図7-1-6 『固有値解析』の選択（TDAPⅢプロジェクト管理画面） 

1) 入力データ 

入力データは7.１.１で作成した解析モデルを用います．固有値解析を行う際の制震ストッパーの材

料特性，要素特性，非線形特性の入力データの入力方法は7.1.1 で解説していますのでここでは省略

いたします． 

2) 固有値解析の実行 

    固有値解析は，動的解析で用いるレーリー減 

衰定数を求めるために行います．固有周期，有効

質量表を求める『固有値解析』と減衰率を求める

『エネルギー比例減衰率』の計算を行ないます． 

STEP 1

『固有値解析』は固有値解析ウィンドウ内の『解

析実行』の『固有値解析の実行』を選択（図7-1-

５ 参照）．『エネルギー比例減衰率』は固有値解析

ウィンドウ内の『解析実行』の『エネルギー比例減

衰率の計算』を選択（図7-1-５ 参照）． 

STEP 2

『結果出力』メニューより，『固有値解析』と『エネルギー比例減衰率』のモード次数を確認します

（図7-1-7参照）．選択するモード次数は，X方向の時刻歴応答解析を行う際には『有効質量比X』

が大きい順に２つ決定します． 

モード形状は,固有値解析を行った際にモード形状図を出力し，図7-1-8のような振動モードになっ

ていることを確認して下さい．なお，図7-1-9のような振動モード（有効質量比Ｙが大きい）は選択

してはいけないので，注意して下さい． 

図7-1-５ 解析実行ウィンドウ 

『固有値解析』にて解析モデルの固

有周期を求めます． 
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図7-1-8 選択すべきモード形状例 

図7-1-7 レーリー減衰パラメータ設定ウィンドウ 

下部工と制震ストッパーが振動してい

るモード（Ｘ方向の刺激係数が大きい

モード） 

図 7-1-9 選択してはいけないモード形状例 

『有効質量比Ｘ』が大きいモード形

状を確認し，２つを選択する。 
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7.１.3 自重解析 

   自重解析は，死荷重断面力を『動的解析』時に読み込む必要があるため行います．自重解析は『プロ

ジェクト管理』にある『静解析』にて行ないます． 

1) 入力データ 

ストッパーのモデル化および材料特性や要素特性の入力方法は固有値解析と同様ですので，そちら

を参照して下さい．自重解析を実行後，『時刻歴応答解析』のプロジェクトにある『解析条件』の『初期

状態の指定』を選択し，静解析結果の断面力を読み込みます（図7-1-10 参照）． 

図7-1-10 静的解析結果の読み込み 

『静解析』実施後，『時刻歴応答解析』にて死

荷重断面力を読み込みます。 
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7.1.4 動的解析 

1) 入力データ 

(a) 材料特性 

    動的解析では，減衰種類として「要素別レーリー減衰」用いています．上部工・下部工・塑性ヒン

ジ・基礎・基礎ばね・支承のレーリー減衰（α：要素質量マトリックスにかかる係数，β：要素剛性

マトリックスにかかる係数）は，固有値解析で求めた値を入力します．ここで，制震ストッパーの要

素別レーリー減衰定数を入力する際に，β：要素剛性マトリックスにかかる係数は０になるようにし

ます．これは，制震ストッパーの１次剛性が非常に高く，この１次剛性に比例した構造減衰と履歴減

衰を見込んでしまうと過剰に減衰を見込んだ解析結果となってしまい危険側の解析となってしまうか

らです．そこで，制震ストッパーの１次剛性に比例する構造減衰は無視し，履歴減衰のみを考慮しま

す． 

(b) レーリー減衰定数の決定 

    固有値解析は，動的解析で用いるレーリー減衰定数

を求めるために行います．レーリー減衰定数を求める

ために，２つの主たるモード次数を選定します． 

STEP 1

    解析実行ウィンドウ内の『解析条件』の，『減衰の指定』を選択（図7-1-11 参照）． 

STEP 2

『全体 Rayleigh 減衰』のモード次数を入力（図 7-1-12 参照）．選択するモード次数は，『有効質

量比 X』が大きい順に基準振動数と基準振動数に対応する減衰比を入力します．また，『グループ

Rayleigh 減衰』のタブにて，制震ストッパーの剛性マトリックスにかかる減衰を0にするためにβに

マイナスの値を入力（図7-1-13 参照）します． 

図7-1-12レーリー減衰定数の決定 

図7-1-11 解析実行ウィンドウ 

『有効質量比Ｘ』が大きいモード形

状を確認し，２つを選択する。 
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(c) 要素特性，非線形特性 

    制震ストッパーの要素特性，非線形特性の入力方法については，固有値解析，自重解析と同様です

ので，そちらを参照下さい．  

(d) 入力地震動【参考】 

    動的解析に用いる地震動は，道路橋示方書Ⅴ耐震設計編（Ｈ14） P.289 「２．設計地震動に関す

る資料」に記載されている地震動の計６波（タイプⅠ×３波，タイプⅡ×３波）を用いています． 

    なお、平成 24 年版道路橋示方書に準拠する場合は、道路橋示方書Ⅴ耐震設計編（H24） P.110 

「7.2．動的解析に用いる地震動」解説に記載されている地震動の計６波（タイプⅠ×３波，タイプ

Ⅱ×３波）を用います． 

図7-1-13 要素別レーリー減衰定数の決定 

制震ストッパーの１次剛性に比例する構造減

衰は無視し，履歴減衰のみを考慮するため，β

にマイナスの値を入力。 
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7.2 DYNA2Eの場合

7.2.1 解析モデルへの組み込み

制震ストッパーのモデル化は非線形ばね要素（SPG要素）にて行います。
SPG要素の要素特性，非線形特性はPSPG，SKCVにて定義されます。
本設計例のモデルの場合の定義は下記となります。

＜要素＞

+

＜要素特性＞

＜非線形特性　S-δ＞

0.0250 5565.2 0.0100SKCV 3001 7 4572.8

0 0

せん断パネ
ル降伏時の
水平力Swy

せん断パネ
ル降伏時の
剛性変化率
（２次剛性/
初期剛性）

要素番号

履歴曲線の
タイプ：
ノーマルト
リリニア

要素番号
初期剛性 =
Swy/δwy

Y軸まわりの
偏角

Y軸まわりの
偏角

要素番号 要素特性 j端節点番号 自由度

+ 自由度 非線形特性

PSPG 3001 6.775E+03

材料特性 i端節点番号

1 3001

SPG 3001 3001 99 3 101 1

フランジ全
塑性時の水
平力Sfu

フランジ全
塑性時の剛
性変化率
（３次剛性/
初期剛性）

    剛性

第１勾配 E1 =   kN/m

第２勾配 E2 =   kN/m

第３勾配 E3 =   kN/m

    剛性比率

E2 / E1 =

E3 / E1 = 0.010

6774519

171696

67695

0.025

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0 10 20 30 40 50 60

水平変位(δmm)

水
平
力
(せ
ん
断
力
 S
 k
N
) (48.0, 8377.6)

(6.46, 5565.2)

(0.68, 4572.8)
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7.2.2 固有値解析 

    固有値解析は，『動的解析』時に入力するレーリー減衰定数を算出するために行います．ストッパー

のモデル化および材料特性や要素特性以外の入力方法については，通常行われている固有値解析と同

様の為，本設計例では省略します． 

以下に，固有値解析を行う際の制震ストッパーの材料特性，要素特性，非線形特性の入力データの

入力方法，解析結果より求めるレーリー減衰定数設定時の注意事項について記載します． 

1) 入力データ 

(a) 材料特性 

    『MAT』で定義する材料データで入力する構造減衰は0と設定します．これは，制震ストッパー

の１次剛性が非常に高く，この１次剛性に比例した構造減衰と履歴減衰を見込んでしまうと過剰に減

衰を見込んだ解析結果となってしまい危険側の解析となってしまうためです．そこで，制震ストッパ

ーの１次剛性に比例する構造減衰は無視し，履歴減衰のみを考慮します（図7-2-１参照）． 

(b) 要素特性，非線形特性 

    制震ストッパーは，上部工と下部工の節点をバネ要素

（SPG）で結合してモデル化します（図7-2-３ SPG部分参

照）．また，この時のばね定数は，制震ストッパーの１次剛性

を入力します．この値は，付録の設計曲線算出シートで計算で

きます． 

    非線形特性については，『SKCV』（非線形部分のスケルト

ン定義）で定義します．制震ストッパーの設計曲線はトリリニ

ア曲線で表されます．入力データである第１折点のひずみ

（D1），応力（P1），初期剛性に対する第１勾配率（A1），第２折点のひずみ（D2），応力（P2），

初期剛性に対する第２勾配率（A2）についても，１次剛性と同様に設計曲線算出シートで算出できま

す（図7-2-２ 参照）． 

P

D

P3

P2
P1

D3D2D1

K0

A1K0

A2K0

図7-2-２ 制震ストッパーの設計曲線 

図7-2-１ インプットデータ例（MAT） 

固有値解析では制震ストッパー

の減衰定数は０ 
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(c) コントロールデータ【参考】 

    以下に，固有値解析を行う際のコントロールデータの参考を示します（図7-2-４ 参照）． 

2) レーリー減衰定数の決定 

    固有値解析は，動的解析で用いるレーリー減衰定数を求めるために行います．レーリー減衰定数を

求めるために，２つの主たるモード次数を選定します． 

STEP 1

    解析実行ウィンドウ内の『Tools』の， 

『レーリー減衰設定』を選択（図7-2-５ 参照）． 

STEP 2

    『ファイル』メニューより，解析結果を読み込み， 

『計算条件』タブのモード次数を入力（図7-2-６  

参照）．選択するモード次数は，『有効質量比X』が 

大きい順に２つ決定します． 

モード形状は,DYNA2E付属の作図ソフト IRIS 等で作図をし，図7-2-７のような振動モードにな

っていることを確認して下さい．なお，図7-2-８のような振動モード（有効質量比Ｙが大きい）は

選択してはいけないので，注意して下さい． 

図7-2-４ コントロールデータ例（固有値解析） 

図7-2-５ 解析実行ウィンドウ 

レーリー減衰
設定TOOLを選択

図7-2-３ インプットデータ例(PSPG，SKCV) 

設計曲線算出シートで算出した

数値を入力 

設計曲線算出シートで算出した

数値を入力 
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図7-2-８ 選択してはいけないモード形状例 

図7-2-７ 選択すべきモード形状例 

図7-2-６ レーリー減衰パラメータ設定ウィンドウ 

『有効質量比Ｘ』が大きいモード形

状を確認し，２つを選択する。 

動的解析に使用 

下部工と制震ストッパーが振動してい

るモード（Ｘ方向の刺激係数が大きい

モード） 
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7.2.3 自重解析 

    自重解析は，死荷重断面力を『動的解析』時に読み込む必要があるため行います． 

1) 入力データ 

ストッパーのモデル化および材料特性や要素特性の入力方法は固有値解析と同様ですので，そちら

を参照して下さい．また，自重解析を実行すると，動的解析時に死荷重断面力を読み込むための静的フ

ァイルが作成されます．静的ファイルの読み込み方法については，DYNA 2Eの解析実行ウィンドウ上

で行います（図7-2-9 参照）． 

コントロールデータ【参考】 

    以下に，自重解析を行う際のコントロールデータの参考を示します（図7-2-10 参照）． 

図7-2-10 コントロールデータ例（自重解析） 

図7-2-9 静的ファイルの読み込み（動的解析） 
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7.2.4 動的解析 

1) 入力データ 

(a) 材料特性 

    動的解析では，減衰種類として「要素別レーリー減衰」用いています（図7-2-12 コントロール

データ（動的解析）参照）．上部工・下部工・塑性ヒンジ・基礎・基礎ばね・支承のレーリー減衰（α：

要素剛性マトリックスにかかる係数，β：要素質量マトリックスにかかる係数）は，固有値解析で求

めた値を入力します．ここで，制震ストッパーの要素別レーリー減衰定数を入力する際に，α：要素

剛性マトリックスにかかる係数は０とします．これは，制震ストッパーの１次剛性が非常に高く，こ

の１次剛性に比例した構造減衰と履歴減衰を見込んでしまうと過剰に減衰を見込んだ解析結果となっ

てしまい危険側の解析となってしまうからです．そこで，制震ストッパーの１次剛性に比例する構造

減衰は無視し，履歴減衰のみを考慮します（図7-2-1１ 参照）． 

(b) 要素特性，非線形特性 

    制震ストッパーの要素特性，非線形特性の入力方法については，固有値解析，自重解析と同様です

ので，そちらを参照下さい．  

(c) コントロールデータ，入力地震動【参考】 

    以下に，動的解析を行う際のコントロールデータの参考を示します（図7-2-12 参照）．『PDMP』

（レーリー減衰の定義）には，固有値解析で求めた値を入力します． 

図7-2-12 コントロールデータ例(動的解析) 

図 7-2-11 インプットデータ例(MAT) 

固有値解析により算出した 

レーリー減衰を入力 

  C = αK + βM 

ストッパーの構造減衰は無視する 
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    図 7-2-13は，『DYLD』（応答解析の定義）と，『ACC』（地震加速度の定義）の入力例です． 

    動的解析に用いる地震動は，道路橋示方書Ⅴ耐震設計編（Ｈ14） P.289 「２．設計地震動に関す

る資料」に記載されている地震動の計６波（タイプⅠ×３波，タイプⅡ×３波）を用いています． 

なお、平成24年版道路橋示方書に準拠する場合は、道路橋示方書Ⅴ耐震設計編（H24） P.110 

「7.2．動的解析に用いる地震動」解説に記載されている地震動の計６波（タイプⅠ×３波，タイプ

Ⅱ×３波）を用います． 

図7-2-13  コントロールデータ例(入力地震動) 
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8．解析結果の照査 

    地震動毎に行った６ケースの解析結果について，『せん断パネル型制震ストッパー設計・施工要領』

に記載されている，以下の項目について照査を行います．なお，橋脚や基礎の照査等は，通常の動的

解析と同様に行うものとし本設計例では省略します． 

(a) 応答変位の照査 

    制震ストッパーの最大変位δmaxが限界変位δPU以下となっているかを確認します． 

限界変位δPU は，制震ストッパーの性能一覧（カタログ『せん断パネル型制震ストッパー』）や制

震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧に記載されています（表8-1 参照）．共に，制震ストッ

パーのHP上で閲覧可能です． 

Ａ橋の場合，使用している制震ストッパーの限界変位δPUは 48mmとなります． 

最大変位δmaxは，図8-1に示すように出力される応答履歴曲線より確認できます。 

せん断パネル型制震ストッパー設計・施工指針（P.12） 

表8-1 制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧（抜粋） 
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(b) 桁遊間の照査 

    桁遊間の照査は，端支点位置の節点の最大相対変位量により確認します．出力されるリストの最大

変位応答値で確認ができます．

図8-1 制震ストッパーの応答履歴曲線 

δPU=48mmδPU=48mm

δmax 

δmin 

ABSMAX(δmin，δmax)＜δPU 
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(c) 累積塑性変形倍率の照査 

    累積塑性変形倍率Σηdは，荷重 変位関係における塑性変形の累積値のことで、制震ストッパーの

吸収するエネルギー量の総和を弾性ひずみエネルギーで除して求めます．動的解析結果より次式によ

って算出することができます． 

             設計累積塑性変形倍率：Σηd=ΣWi／Wy 

Wi : i 番目のS-δ関係から算定される塑性ひずみエネルギー 

ΣWi : 累積塑性ひずみエネルギー 

Wy=Swy・δwy : 弾性ひずみエネルギー 

    ここで，弾性ひずみエネルギーWyについては制震ストッパーの性能一覧（カタログ『せん断パネル

型制震ストッパー』）や制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧から算出することができます

（表8-2 参照）． 

    累積塑性ひずみエネルギーΣWiについては，出力される時刻歴応答値リスト内の制震ストッパーの

時刻歴の変位とせん断力から各ステップ毎の塑性ひずみエネルギーを算出し，それを合計値したもの

がΣWiとなります． 

Wiの具体的な算出方法については図8-2を参照下さい．，TDAPⅢでは累積塑性ひずみエネルギー

ΣWiをひずみエネルギーとして出力することができます．出力したΣWiを Wyで除することで設計累

積塑性変形倍率Σηdを算出することができます（図8-3参照）． 

表8-2 制震ストッパーの標準寸法および設計曲線一覧（抜粋） 
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…(1) 

図8-2  累積塑性変形倍率算出シート例 

図 8-3  累積塑性ひずみエネルギーΣWi の出力例（TDAPⅢ） 

- 29 -



    A 橋の場合、累積塑性ひずみエネルギー ΣWiは，図8-2の式(1)の和で，1996kNmとなります．

また，弾性塑性ひずみエネルギーWy は，Wy=Sxy×δ=4572.8kN×0.000675m=3.09kNmとなり

ます．よって，累積塑性変形倍率 Σηdは，Σηd=ΣWi／Wy=1996／3.09=646となります． 

    制震ストッパーの累積塑性変形倍率ΣηUは，実験結果より 3000 以上有していることが確認され

ています．一般に制震ストッパーの累積塑性変形倍率が，設計累積塑性変形倍率の３倍程度の安全率

を有しているか確認する．累積塑性変形倍率の照査は次式で行います．設計時にはΣηU=3000とし

て，Σηdの照査を行います． 

                 ΣηU／Σηd≧３ 

※ 累積塑性変形倍率の照査は付録の「付録_02_累積塑性変形倍率算出_ver1.0.xls」を使用して算出

することが可能です。 
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９．上部工側取り付け部の計算

9.1 横梁形式の場合

(1)  設計荷重

S12 = kN

(2)   設計断面力

梁部の断面力はフレーム計算より

横梁 せん断力 S = kN

曲げモーメント M = kNm

(3) 横梁断面照査

1047

802

フレームモデル

2000

制震ストッパーを主桁間に設置し，上部構造側の構造を横梁形式として設置した場合の
取り付け部の計算を行います。

S12 =

2094

kN

2094

16 mm

16 mm

16 mm

mm

材質 SM490Y

1 250 × 16

1 500 × 16

1 250 × 16

　偏心量 ｅ＝ (mm)

　断面2次ﾓｰﾒﾝﾄ Ｉ＝ (mm4)

　上縁距離 (mm)

　下縁距離 (mm)

　断面係数 (mm3)

(mm3)

Io(mm4)Ay(mm3) Ay2(mm4)

699349333

0

0.0

85333

166837333

85333

166666667

5
0
0

yu＝

yl＝

250

ΣIo＋ΣAyy－ΣA･ｅ2＝

-266.0

Zu＝

y(mm)

532512000

1032000

 -FLG -258

 -WEB 0.08000

A(mm2)

0

4000 -1032000

0

Ｉ/ yu＝

266.0

-2629133

 -FLG 258

266256000

4000

16000

266256000

2629133Ｉ/ yl＝Zl＝

ΣAy/ΣA＝  0 / 16000 ＝
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　曲げ応力度

σc = M / Zu = /

≦ (N/mm2) OK

σt = M / Zl = /

≦ (N/mm2) OK

　せん断応力度

τ = S/Aw = /

(N/mm2) ≦ (N/mm2) OK

　合成応力度の照査

Ｆ =    (σ/σy)
2 + (τ/τy)

2

=(   / )
2
+ (   / )

2
= OK

※応力度の照査は『せん断パネル型制震ストッパー設計･施工要領』に準じて基準降伏点に対して行います。

(4) 取り付けボルトの照査

ウエブ面取付ボルトの照査

取り付け部せん断力S

S = （ｋN)

必要ボルト本数

/ ( ) = → 本

母材の孔引き断面照査

Aw = - 6 × 27 × 16 = (mm2)

τ = / = (N/mm2)

≦ (N/mm2) OK

添接板の照査

2 2 × × 12 - 6 × 27 ×

= ≧ Aw

(5)繋ぎ材の設計

-305= σca =

-2629133

9336

2629133

355

103

τa =

204

131

 -SPL= 470

≦  1.2355 204

131

801900000

(mm2)

8000 5408

σta = 355

12

1047000 8000

1.15

3.41

=

557

305

τa =

305

=

556769

(N/mm2)

801900000

x  1.7 6

(N/mm2)

Nreq = 96000

S/Aw  = 556769 5408

204

(5)繋ぎ材の設計

繋ぎ材の軸力Nはフレーム計算より

N = （ｋN)

部材断面

1 -web × 16 材質

断面積 A = mm2

純断面積 An = mm2

断面2次モーメント I = mm4

断面2次半径 r = mm

横つなぎ間隔 l = mm

細長比 l/r = ＜

純断面積

SM400 孔引き断面積(mm2)

1 -web × 16 ( -( 2 × 27 × 16 ) )×1.1

= mm
2

作用応力度

σt = N / An

= /

= ≦ N/mm
2 OK

作用応力度が小さい為，母材の全強の75％以上の強度をもつよう設計を行う．

490

4480

3978

29269333

80.8

280 SM400

4480280

Ag(mm2)

1000

12.4 200

16

490231 3978

235123.2 σta = 

3978

2
8
0
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ウェブ面取付ボルトの照査

継手部軸力 N = kN

必要ボルト本数 Nreq = /( × )

(二面摩擦） = → 4 本

添接板

必要添接板断面積

AgR = N / = mm2

(SM400Y)

2 - SPL PL × 9 -( 2 × × )×1.1 =

＞ mm
2

(6) フレーム解析断面力図

155 27

490

9

1.7

3.0

σta 2086

490231 96000

AgR = 2086

Ags(mm2)

2534

◆曲げモーメント図

◆せん断力図

◆軸力図
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9.2 ブラケット形式の場合

(1) 上部工設置ブラケットの設計

S12 = kN

L = mm

L : 主桁下面から水平力作用位置までの距離(mm)

(2) 設計断面力

せん断力 S = kN

曲げモーメント M = kNm

2094

制震ストッパーを主桁直下に設置し，上部構造側の構造をブラケット形式としして設置
した場合の取り付け部の計算を行います。

270

2094

565

上部工取り付けブラケット

曲げモーメント M = kNm

(3) ブラケット断面照査

22 mm

22 mm

22 mm

材質 SM490Y

1 450 × 22

1 500 × 22

1 450 × 22

　偏心量 ｅ＝ (mm)

　断面2次ﾓｰﾒﾝﾄ Ｉ＝ (mm4)

　上縁距離 (mm)

　下縁距離 (mm)

　断面係数 (mm3)

(mm3)

5
0
0

ΣAy/ΣA＝  0 / 30800 ＝

450

272.0

ΣIo＋ΣAyy－ΣA･ｅ2＝

-5804269

5804269

-272.0

Ｉ/ yl＝

229965267

 -FLG -261

11000

565

A(mm2) y(mm)

9900

 -WEB 0

2583900 -FLG

0.0

1578761067

0

0.0

Io(mm4)Ay(mm3) Ay2(mm4)

674397900 399300-2583900

0 229166667

yu＝

yl＝

30800

2619900 674397900 399300

1348795800

Zu＝

Zl＝

Ｉ/ yu＝
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　曲げ応力度

σc = M / Zu = /

≦ (N/mm2) OK

σt = M / Zl = /

≦ (N/mm2) OK

　せん断応力度

τ = S/Aw = /

(N/mm2) ≦ (N/mm2) OK

　合成応力度の照査

Ｆ =    (σ/σy)
2 + (τ/τy)

2

=(   / )
2
+ (   / )

2
= OK

※応力度の照査は『せん断パネル型制震ストッパー設計･施工要領』に準じて基準降伏点に対して行います。

(4) 取り付けボルトの照査

①ボルト引張力の照査

使用ボルト

ボルトの引張力の照査

設計断面力

せん断力 S = kN

曲げモーメント M = Nmm

355 204

190 τa =

σta = 355

2094400 11000

≦  1.2

355

204

19097

=

取付ボルトは高力ボルトとする。
ボルトの許容力は、割り増し係数１．７を考慮する。

0.95

σca =

-5804269

5804269

S10T

(N/mm2)

(N/mm2)

565500000

-97

97

=

=

565500000

M22

ベースプレートのボルト群の中立軸に対する２次ﾓｰﾒﾝﾄを求め、最遠ボルト位置の１本当たりのボルト引張力ρｔを
照査する。また、引張力によって生じるてこ反力を考慮するためてこ反力係数を、（社）日本鋼構造協会発行の
「橋梁用高力ボルト引張接合設計指針」により短締め形式の高力ボルト引張接合として算出し、ボルト引張力ρｔ
に考慮する。

2094

565488000

制震ストッパー
取り付けボルト配置

n

（本）

6

6

6

6

6

6

6

6

48

引張側縁端からボルト中心軸までの距離:ｅ (mm)

ｅ＝∑(n*ｙ1)／∑n

n: 各列のボルト本数

yi: 引張側縁端から各ボルトまでの距離

ye: ボルト中心軸から各列までの距離:y  (mm) ye＝ｅ－yi

230

313

396

47983

669

yi

(mm)

40

147

562

ピッチ

(mm)

1列目

83

107

－ 17016 －合計

5列目

40

引張側から
の配列

2列目

3列目

4列目

8列目

－

107

83

83

83

6列目

7列目

240

882

ye

(mm)

314.5

207.5

n*yi

1380

1878

2376

2874

3372

4014

93100

61425

36855

593462

124.5

41.5

-41.5

-124.5

12285

0

n*ye2

(mm
2
)

593462

258338

93002

10334

10334

ρｔi

93002

258338

0

0

0

n･ρｔi

558600

368552

221131

73710

0

0

1910268

0

0

1221993－

-207.5

-314.5

制震ストッパー
取り付けボルト配置
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∑(n*yi)＝

∑n＝ 本

ｅ＝ ／

Σ(n*ｙe2)＝ mm2

ρｔ’＝ （Ｍ／Σｙi2）･ ｙi

＝

＝ Ｎ

てこ反力係数の算出

σy ：ボルト鋼材の降伏点 ＝ N/㎜
2

Ase ：ねじ部の有効断面積 ＝ ㎜
2

By ：降伏ボルト軸力 σy x Ase＝ kN

Pb ：ボルト1本あたりの作用力 ＝ kN

Bo ：初期ボルト軸力 0.75 x By＝ kN

w ：継手長 ＝ ㎜

t ：Tフランジ（ベースPL）の材厚 ≧ 1.0 d＝ ㎜ ＯＫ

tw ：Tウェブ（フランジ）の材厚 ＝ ㎜

d ：ボルトの呼び径 ＝ ㎜

d' ：ボルトの孔径 d + 2.5＝ ㎜

c' ：Tフランジ方向のボルト中心間隔 ＝ ㎜

b ：ボルト中心からTウェブ表面までの距離 (c'－tw) / 2＝

107

43

22

900

303

24.5

78

28

22

93.1

205

17016

48

273

× 314.5 

93100

565488000

1910268

／ 1910268

17016 48＝ 354.5

t
w

b

a
c
'

a

t

S
N

b ：ボルト中心からTウェブ表面までの距離 (c'－tw) / 2＝ ㎜

a ：ボルト中心からTフランジ端部までの距離 ＝ ㎜

◎ Pb ≧ Boの場合

p ＝

＝

◎ Pb ＜ Boの場合

p ＝

＝

Pb ＜ Bo であるため

p ＝

てこ反力を考慮したボルト軸力の照査

B ＝ Bo ( 1 + p ) 

＝ 205 )　＝ kN

B ／ Ase　≦　0.9σy

／ 303

＝ ≦

＝ N/㎜
2 ＯＫ

(0.7845-0.1278(w/120))-[(-0.1991+0.3644(w/120))+(0.013-0.0076(w/120)) t](Pb/Bo)

[(1.6949-4.4147(w/120)+3.1598(w/120)2)(t/d)3+(-8.231+21.1358(w/120)-15.2549(w/120)2)(t/d)2+(13.0538-
33.4313(w/120)+24.3475(w/120)2)(t/d)+(-5.8936+16.4708(w/120)-12.1872(w/120)2)](Pb/Bo)3+[(-
1.3371+2.5566(w/120)-1.8194(w/120)2)(t/d)3+(6.8885-12.3107(w/120)

43

40

0.5818

0.0474

710

0.0474

× （1＋ 0.0474 215

215000

N/㎜
2 σa ＝ 0.9 x 900

810
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②摩擦接合に対する照査

ボルト１本に作用する力　ρs

ρs＝ S／ｎ

＝ ／

＝ 1.7×ρa×（ｎ･Bo－N）／（ｎ･Bo）

＝ ×(48×205000－1221993)／(48×205000)

＝ （Ｎ） ＯＫ

S： 作用せん断力（Ｎ）

ρａ： 摩擦接合用高力ボルト１本当たりの許容力 ＝ N

T： 接合部に作用する軸方向引張荷重（N)＝Σ（ｎｉ・ρti）

Bo： ボルトの初期導入軸力（N） 

N： 接合部に作用するボルト軸方向引張力（N)

ここでは、N＝Σ（ｎ・ρti） とする

③ベースプレート応力度の照査

ベースプレート材質： σa＝ 210 N/mm2

Pb ＜ Bo であるため次式を用いて照査する。

ボルト中心位置でのTフランジ曲げ応力度

ＯＫ

ここに、wn ： 継手長からボルト孔径を控除した長さ 78 = 54 mm

ウェブ結合位置でのTフランジ曲げ応力度

ＯＫ

357≦= 216 N/㎜2

43633 （Ｎ）　＜

2094400 48

1.7×48000

71466

SM490Y

σbf ＝
6 a(( p + 0.25 ) x Bo/Pb - 0.25 ) x Pb

wn t
2

48000

引張力とせん断力が同時に作用する接合部として（社）日本鋼構造協会発行の「橋梁用高力ボルト引張接合設
計指針」に基づき摩擦接合に関する照査をする

N/㎜2

－24.5

σwf ＝
6 x ( a x p  x Bo/Pb - b ) x Pb

w t
2

= 355 N/㎜2 357 N/㎜2≦
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１０．下部工側取り付け部の計算

１０.1 現場溶接接合の場合

(1)　ベースプレート溶接の照査

断面力

曲げモーメント M= = kNm H= m

せん断力 S= = kN

溶接は開先サイズ 12 mm の部分溶け込み溶接（開先角度は60°）

とすると te= mm

材質 SM490Y

1 ×

2 ×

1 ×

450 20.78

544 20.78

745864786-2641236

745864786

A(mm2)

336711

41320 0 1491729572 558356314

282.39 2641236 -FLG 9353450 20.78

336711

 -WEB 22614 0.0 0 0 557682892

 -FLG 9353 -282.39

Ayy(mm4) Io(mm4)

1194

S12 2094

y(mm) Ay(mm3)

S12×H

20.78

0.570

　偏心量 ｅ＝ (mm)

　断面2次ﾓｰﾒﾝﾄ Ｉ＝ (mm4)

　上縁距離 yu= (mm)

　下縁距離 yl= (mm)

　断面係数 Zu= (mm3)

Zl= (mm3)

　曲げ応力度

τ = M/ Zu＝ /

= (N/mm2) ≦ 1.7 x 120 = (N/mm2) OK

τ = M/ Zu＝ /

= (N/mm2) ≦ 1.7 x 120 = (N/mm2) OK

　せん断応力度

τ= /

= (N/mm2) ≦ 1.7 x 120 = (N/mm2) OK

　合成応力度の照査

 (τ/τa)
2 + (τ/τa)

2  ＝

(   / )2+ (   / )2= OK

0.0

2050085886

ΣAy/ΣA＝

204

204

≦  1.0

204

0.90

22614

170 204 93

2094400

93 τa=

S/Aw =

204

1193808000 7002027

170 σy =

-170 σy =

1193808000 -7002027

-292.8

292.8

Ｉ/ yu＝ -7002027

Ｉ/ yl＝ 7002027

ΣIo＋ΣAyy－ΣA･ｅ2＝

 0 / 41319.8 ＝

- 38 -



10.2　アンカーボルト接合の場合

取り付けボルトは，アンカーボルトとしてS35CNの

を使用し，図のように配置する．このとき，ボルトの許容力としては，割増し係数1.7を考慮する．

断面力

曲げモーメント M= = kNm H= m

せん断力 S= = kN

(1)アンカーボルトの照査

アンカーボルトは 本

断面積 As = mm2

　アンカーボルト1本に作用するせん断応力度τ

× 8

= (N/mm2) < τa = (N/mm2)

ボルト群の中心軸に対する2次モーメントを求め、最遠ボルト位置の１本あたりの引張力 ｔを照査する。

M64 (Φ65)

8

1871.7×110 =

=
2094400

2676.0

98

τ
S

=
As×n

を　n＝

2676.0

1204

2094S12

M64

S12×H 0.575

ボルト群の中心軸に対する2次モーメントを求め、最遠ボルト位置の１本あたりの引張力ρｔを照査する。

ｅ = / 8 = mm

Pt  =  M  ／  Σ (ｎ・ｙe2)  ×  ｅ

= N／本

= (N/mm2) < σa = (N/mm2)

合成応力度の照査

+

= ( / )2 +( / )2

= <

0

n*ye2

(mm2)(mm)

2列目 325

n ピッチ

1列目 3

（本） (mm)

n*yi

0

100

633750  

yi

(mm)

300

3400.0

618000

618000

（τ/τy）
2

1.7 × 190 =

425.00

 1204 ×  1000×  1000 /  633750  ×  325 =

（σ/σy）
2

2676.0

 Σ(ｎ・ｙ) ／ Σｎ =

323

0.78

231

231

323

3400.0  

σ
As

=

325

-325

98 187

Σ 8

7503253列目 3

2

2250

425 850

100 316875

ye

316875

=
Pt

1.2
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(2)ベースプレートの板厚照査

Pt： ボルト引き抜き力 = (kN)

n： ボルト本数 = (本)

B： ベースプレート幅 = (mm)

t： ベースプレート厚 = (mm)

L： 片持ち梁の張り出し長 = (mm)

M： 支圧板表面位置の曲げモーメント（Pt×n×L） = (Nmm)

1 × 65

(mm4)

e= / = mm

I= - = (mm4)

yu= mm yl= mm

×

618

　図の支圧板表面を固定点として，ベースプレートが張り出した片持ち梁としてベースプ
レートの板曲げに対する照査を行う．

3

800

65

0

52000 0

339

-32.5

Io(mm4)

18308333

A(mm2) y(mm)

0

0

52000

18308333

I

190962000 32.5

18308333

103

190962000

800

18308333

00

355<σ= =

0

18308333

M×yu
(N/mm2)(N/mm2)=

Ay(mm3）Ay(mm4）

32.5

52000

Ay / A =

BasePL

（Ay+I0）-A*e2=
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10.3 下部工付ブラケット形式の場合

(1) 制震ストッパーと下部工ブラケットの取り付けボルトの照査

①ボルト引張力の照査

使用ボルト

ボルトの引張力の照査

設計断面力

せん断力 S = kN

曲げモーメント M = = Nmm H = mm1172864000

取付ボルトは高力ボルトとする。
ボルトの許容力は、割り増し係数１．７を考慮する。

S10T M22

ベースプレートのボルト群の中立軸に対する２次ﾓｰﾒﾝﾄを求め、最遠ボルト位置の１本当たりのボルト引張力ρｔを
照査する。また、引張力によって生じるてこ反力を考慮するためてこ反力係数を、（社）日本鋼構造協会発行の
「橋梁用高力ボルト引張接合設計指針」により短締め形式の高力ボルト引張接合として算出し、ボルト引張力ρｔ
に考慮する。

2094

S x H 560

下部工

下部工付きブラケット

n

（本）

9

8

8

8

8

9

50

引張側縁端からボルト中心軸までの距離:ｅ (mm)

ｅ＝∑(n*ｙ1)／∑n

n: 各列のボルト本数

yi: 引張側縁端から各ボルトまでの距離

ye: ボルト中心軸から各列までの距離:y  (mm) ye＝ｅ－yi

3696

0

1657996

812743

0

270914

0

0

665856

ρｔi

184222

101593

n･ρｔi

665856

180000

33864

0

0180000

150.0

50.0

-50.0

-150.0

122

100

100

100

40

－

n*yi n*ye2

(mm
2
)

ye

(mm)

-272.0

2096

2896

20000

20000

272.01列目

2列目

3列目

4列目

360

1296

(mm)

－ 2741653－

5256

173171215600－合計

584122

5列目

6列目

yi

(mm)

40

162

引張側から
の配列

ピッチ

262

362

462

取り付けボルト配置

- 41 -



∑(n*yi)＝

∑n＝ 本

ｅ＝ ／

Σ(n*ｙe^2)＝ mm2

ρｔ’＝ （Ｍ／Σｙi2）･ ｙi

＝

＝ Ｎ

てこ反力係数の算出

σy ：ボルト鋼材の降伏点 ＝ N/㎜
2

Ase ：ねじ部の有効断面積 ＝ ㎜
2

By ：降伏ボルト軸力 σy x Ase＝ kN

Pb ：ボルト1本あたりの作用力 ＝ kN

Bo ：初期ボルト軸力 0.75 x By＝ kN

w ：継手長 ＝ ㎜

t ：Tフランジ（ベースPL）の材厚 ≧ 1.0 d＝ ㎜ ＯＫ

tw ：Tウェブ（フランジ）の材厚 ＝ ㎜

d ：ボルトの呼び径 ＝ ㎜

d' ：ボルトの孔径 d + 2.5＝

1172864000

1731712

／ 1731712

15600 50＝ 312.0

15600

50

273

184222

× 272

184.2

22

205

50

24.5

75

22

900

303

t
w

b

a
c
'

a

t

S
N

d' ：ボルトの孔径 d + 2.5＝ ㎜

c' ：Tフランジ方向のボルト中心間隔 ＝ ㎜

b ：ボルト中心からTウェブ表面までの距離 (c'－tw) / 2＝ ㎜

a ：ボルト中心からTフランジ端部までの距離 ＝ ㎜

◎ Pb ≧ Boの場合

p ＝

＝

◎ Pb ＜ Boの場合

p ＝

＝

Pb ＜ Bo であるため

p ＝

てこ反力を考慮したボルト軸力の照査

B ＝ Bo ( 1 + p ) 

＝ 205 )　＝ kN

B ／ Ase　≦　0.9σy

／ 303

＝ ≦

＝ N/㎜
2 ＯＫ

N/㎜
2 σa ＝ 0.9 x

810

0.0444

0.0444

× （1＋ 0.0444 214

214000

706

0.3082

122

50

900

24.5

40

(0.7845-0.1278(w/120))-[(-0.1991+0.3644(w/120))+(0.013-0.0076(w/120)) t](Pb/Bo)

[(1.6949-4.4147(w/120)+3.1598(w/120)2)(t/d)3+(-8.231+21.1358(w/120)-
15.2549(w/120)2)(t/d)2+(13.0538-33.4313(w/120)+24.3475(w/120)2)(t/d)+(-
5.8936+16.4708(w/120)-12.1872(w/120)2)](Pb/Bo)3+[(-1.3371+2.5566(w/120)-
1.8194(w/120)2)(t/d)3+(6.8885-12.3107(w/120)
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②摩擦接合に対する照査

ボルト１本に作用する力　ρs

ρs＝ S／ｎ

＝ ／

＝ 1.7×ρa×（ｎ･Bo－N）／（ｎ･Bo）

＝ ×(50×205000－2741653)／(50×205000)

＝ （Ｎ） ＯＫ

S： 作用せん断力（Ｎ）

ρａ： 摩擦接合用高力ボルト１本当たりの許容力 ＝ N

T： 接合部に作用する軸方向引張荷重（N)＝Σ（ｎｉ・ρti）

Bo： ボルトの初期導入軸力（N） 

N： 接合部に作用するボルト軸方向引張力（N)

ここでは、N＝Σ（ｎ・ρti） とする

③ベースプレート応力度の照査

ベースプレート材質： σa＝ 210 N/mm2

Pb ＜ Bo であるため次式を用いて照査する。

ボルト中心位置でのTフランジ曲げ応力度

ＯＫ

ここに、wn ： 継手長からボルト孔径を控除した長さ 75 = 51 mm

ウェブ結合位置でのTフランジ曲げ応力度

ＯＫ

N/㎜2

357σwf ＝
6 x ( a x p  x Bo/Pb - b ) x Pb

w t
2

= 283 N/㎜2≦

41888 （Ｎ）　＜

1.7×48000

59774

SM490Y

－24.5

N/㎜2

σbf ＝
6 a(( p + 0.25 ) x Bo/Pb - 0.25 ) x Pb

wn t
2

引張力とせん断力が同時に作用する接合部として（社）日本鋼構造協会発行の「橋梁用高力ボルト引張接合設
計指針」に基づき摩擦接合に関する照査をする

2094400 50

48000

≦= 27 N/㎜2 357
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(2) 下部工付きブラケットの断面照査

22 mm 設計断面力

22 mm 曲げモーメント M= = kNm

せん断力 S= = kN

22 mm H= m

材質 SM490Y

1 700 × 22

2 776 × 22

1 700 × 22

　偏心量 ｅ＝ (mm)

　断面2次ﾓｰﾒﾝﾄ Ｉ＝ (mm4)

　上縁距離 (mm)

　下縁距離 (mm)

　断面係数 (mm3)

(mm3)

　曲げ応力度

σc = M / Zu = /

≦ (N/mm2) OK

σt = M / Zl = /

≦ (N/mm2) OK

1968700000

Io(mm4)

621133

1713391445

Ay2(mm4)

2451695400

0

S12 2094

4903390800 1714633711

S12×H 1969

355

1968700000

= 122 (N/mm2)

= -122 (N/mm2) σca =

σta =

0.0

355

16141523

Zu＝ Ｉ/ yu＝ -16141523

Zl＝ Ｉ/ yl＝ 16141523

-16141523

yl＝ 410.0

yu＝ -410.0

64944 0

ΣIo＋ΣAyy－ΣA･ｅ2＝ 6618024511

ΣAy/ΣA＝  0 / 64944 ＝

621133

 -WEB 34144 0.0 0

 -FLG 15400 399

7
7
6

700

A(mm2) y(mm)

 -FLG 15400 -399

Ay(mm3)

24516954006144600

-6144600

0.940

　せん断応力度

τ = S/Aw = /

(N/mm2) ≦ (N/mm2) OK

　合成応力度の照査

Ｆ =    (σ/σy)
2 + (τ/τy)

2

=(   / )
2
+ (   / )

2
= OK≦  1.2

204

0.21204

2094400 34144

= 61 τa =

122 355 61
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(3) 下部工付きブラケットの取り付けボルトの照査

設計断面力

曲げモーメント M= = kNm H= m

せん断力 S= = kN

取り付けボルトは，アンカーボルトとしてS35CNの

を使用し，図のように配置する．このとき，ボルトの許容力としては，割増し係数1.7を考慮する．

アンカーボルトの照査

アンカーボルトは 本

断面積 As = mm2

ボルト群の中心軸に対する2次モーメントを求め、最遠ボルト位置の１本あたりの引張力ρｔを照査する。

M72 (Φ75)

n*ye2

(mm2)

360000300

n*yi

1列目 4 130 130 520

n

（本）

ye

M72 を　n＝ 10

3459.8

(mm)

ピッチ yi

(mm) (mm)

S12

S12×H

2094

1969 0.940

ｅ = / 10 = mm

ボルトの引張力は水平力と曲げ作用分を合計して照査する。

Pt  =  M  ／  Σ (ｎ・ｙe2)  ×  ｅ  + S /n

=

= N／本

= (N/mm2) < σa = (N/mm2)

3600003列目 4 300 730 2920 -300

360000

2列目 2 300 430 860 0 0

3001列目 4 130 130 520

4300.0 430.00

Σ 10

=
Pt

1029440

 1969 ×  1000×  1000 /  720000  ×  300+2094.4 ×1000　/ 10

720000  

 Σ(ｎ・ｙ) ／ Σｎ =

4300.0  

1.7 × 190 =

3459.8

1029440

As

297.5

σ =

323
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＜せん断パネル型制震ストッパー設計曲線算出シート＞ ver1.0

1）　設計条件

制震ストッパーの設計条件を以下のように設定する．

上部工重量 w = kN

設計水平震度 kh =

地域補正係数 cz =

ストッパー設置数 n = 個

2)　制震ストッパーの選定とレベル１地震時耐力の照査

標準図より，タイプ を選定し，ストッパー1個当たりのレベル1地震時耐力を照査する．

レベル１地震時の設計水平反力／個 Qd = kh×cz×w/n

= 0.25×1×12350/4

= kN

レベル１地震時耐力(設計曲線一覧表より） SL1 = kN

耐力の照査 Qd < SL1

以上より，タイプ 1000-M400 を使用する．

3) 　設計曲線(設計曲線一覧表より）

設計曲線一覧表より，1)において選択したタイプのストッパー1個当たりの耐力，変位は以下のとおりである．

せん断パネルせん断降伏変位（◆） δwy = mm

フランジ全塑性変位（■） δfu = mm

制震ストッパー限界変位（●） δpu = mm

せん断パネルせん断降伏耐力（◆） Swy = kN Swy = kN

フランジ全塑性耐力（■） Sfu = kN × 4 = Sfu = kN

制震ストッパー限界耐力（●） S12 = kN S12 = kN

したがって，ストッパー n= 4 個分の設計曲線は以下のようになる．

4572.8

5565.2

8377.6

O.K.

0.675

6.455

48

0.25

12,350

1000-M400

4

1.00

771.9

1008.7

1143.2

1391.3

2094.4

48.0 , 

8377.6 7,000 

8,000 

9,000 

ストッパーのタイプを選択すると，レベル１地震時耐力，設計曲線が自

動的に算出されます．

赤字が入力するセルです．

青字は入力した値に対し，自動的に値が算出されるセ

ルです．

剛性

第１勾配 E1 =   kN/m

第２勾配 E2 =   kN/m

第３勾配 E3 =   kN/m

剛性比率

E2 / E1 =

E3 / E1 =

0.025

0.010

6774519

171696

67695

0.7 , 4572.8 

6.5 , 5565.2 

48.0 , 

8377.6 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

0 20 40 60

水
平
力
(せ
ん
断
力
S
 k
N
)

水平変位(δmm)

- 46 -

付録１



累積塑性変形倍率計算シート ver1.0

① 動解結果より応答値を入力

② (自動計算）ΣＷi を算出

③ Wy を入力

③ 照査結果を確認

TIME 変位 力 ΔDISP W ΣＷi(グラフ用) ΣWi = 1996 kN・m

　【作業手順】

-10000 

-8000 

-6000 

-4000 

-2000 

0 

2000 

4000 

6000 

8000 

10000 

-0.05 -0.03 -0.01 0.01 0.03 0.05 

制震ストッパー_S-δ履歴曲線

0

500

1000

1500

2000

2500

0 10 20 30 40 50

E
ne
rg
y 
(k
N
m
)

Time (sec)

累積エネルギー吸収量

制震ｽﾄｯﾊﾟｰをモデル化した

非線形バネの応答値を貼付

TIME 変位 力 ΔDISP Wi ΣＷi(グラフ用) ΣWi = 1996 kN・m
0.000 0.00E+00 0.00E+00 - - 0.00E+00 Wy = Swy x δwy = 3.09 kN・m
0.002 -3.06E-09 -2.07E-02 3.16E-11 3.16E-11 3.16E-11 Σηd = ΣWi /Wy = 645.9
0.004 -1.21E-08 -8.23E-02 4.68E-10 4.68E-10 4.99E-10 ΣηU / Σηd = 3000 / Σηd  = 4.6 ≧3 OK
0.006 -2.21E-08 -1.50E-01 1.15E-09 1.15E-09 1.65E-09
0.008 -1.86E-08 -1.26E-01 -4.79E-10 4.79E-10 2.13E-09
0.010 2.04E-08 1.38E-01 2.42E-10 2.42E-10 2.37E-09
0.012 1.19E-07 8.09E-01 4.69E-08 4.69E-08 4.93E-08
0.014 2.94E-07 1.99E+00 2.44E-07 2.44E-07 2.94E-07
0.016 5.41E-07 3.66E+00 6.98E-07 6.98E-07 9.92E-07
0.018 8.37E-07 5.67E+00 1.38E-06 1.38E-06 2.37E-06
0.020 1.14E-06 7.76E+00 2.07E-06 2.07E-06 4.44E-06
0.022 1.42E-06 9.64E+00 2.42E-06 2.42E-06 6.86E-06
0.024 1.64E-06 1.11E+01 2.22E-06 2.22E-06 9.07E-06
0.026 1.77E-06 1.20E+01 1.50E-06 1.50E-06 1.06E-05
0.028 1.81E-06 1.23E+01 5.38E-07 5.38E-07 1.11E-05
0.030 1.78E-06 1.21E+01 -3.65E-07 3.65E-07 1.15E-05
0.032 1.70E-06 1.15E+01 -9.90E-07 9.90E-07 1.25E-05
0.034 1.58E-06 1.07E+01 -1.29E-06 1.29E-06 1.38E-05
0.036 1.45E-06 9.84E+00 -1.33E-06 1.33E-06 1.51E-05
0.038 1.32E-06 8.94E+00 -1.24E-06 1.24E-06 1.63E-05
0.040 1.19E-06 8.06E+00 -1.11E-06 1.11E-06 1.74E-05
0.042 1.06E-06 7.17E+00 -9.93E-07 9.93E-07 1.84E-05
0.044 9.25E-07 6.26E+00 -9.03E-07 9.03E-07 1.93E-05
0.046 7.82E-07 5.30E+00 -8.24E-07 8.24E-07 2.02E-05
0.048 6.28E-07 4.25E+00 -7.37E-07 7.37E-07 2.09E-05
0.050 4.57E-07 3.09E+00 -6.28E-07 6.28E-07 2.15E-05

非線形バネの応答値を貼付

赤字は別途入力が必要な箇所

設計曲線よりSwy×δｗｙを入力

※積分時間間隔によっては、左記のシートが

そのままでは使用できない場合もありますので、

計算内容については充分ご確認の上算出願います。

1
1

×

×
2

i wi wi

i i
i i

W S
FRC FRC

DSP DSP

-
 4
7
 -

付録2


